
東京都消費生活基本計画に対する都民意見の募集結果について 

 

 

東京都は、平成２９年１１月２９日に「東京都消費生活基本計画（素案）」を公表し、   

都民の皆様の御意見を募集しました。たくさんの御意見をお寄せいただき、ありがとうご

ざいました。 

お寄せいただいた御意見と、御意見に対する都の考え方について、以下のとおり公表  

いたします。 

 

 

１ 意見の募集期間 

平成２９年１１月２９日（水曜日）から同年１２月２８日（木曜日）まで 

 

２ 意見の提出者及び意見数 

意見提出者数：４６ 

（内訳：個人２１、消費者団体１、事業者・事業者団体２３、その他団体１） 

意見数： ７１件 

 

 

※ 表中「御意見の内容」に記載のページ数については計画（素案）のものを示し、「御意

見に対する都の考え方」に記載のページ数については計画のものを示しています。 

 



東京都消費生活基本計画全般
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

1

　このたび取りまとめられた消費生活基本計画（素案）の内容は、消費者被害の防
止及び救済の見地から極めて妥当であり、全面的に賛成です。取りまとめ作業に当
たられた皆様に深く敬意を表します。

12

2
東京都消費生活基本計画に賛成します。

1

3
　本素案を実行に移すと同時に、着実な実行のためにしっかりとした検証をしていく
ことも強く求めます。 1

4
　基本的に充実した内容になっており、是非実現して頂ければと思います。

1

5
全体として、消費者の立場に即した内容であり、積極的に計画を進めていただきた
いと考えます。 1

第４章　具体的な施策の展開
政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止
（１）被害防止のための注意喚起・情報発信
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

6

振り込め詐欺等特殊詐欺対策について
　これは、電話による被害ですから、対策案の書かれている自動通話録音機の配
布、設置は極めて有効です。費用の一部補助の外、これが大変効果があるのだと
いうことを周知することで、自ら導入したり、あるいは子や孫が親や祖父母にプレゼ
ントするような働きかけもして欲しい。

1 御意見として承ります。

（２）見守りによる消費者被害の防止と早期発見
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

7

　近時、高齢消費者被害が増大している現状は看過しがたく、「政策１（消費者被害
の未然防止と拡大防止）の今後の施策の展開（２）（見守りによる消費者被害の防止
と早期発見）」は、とりわけ重要な施策として強く実現を求めます。
その中でも、高齢者は在宅していることが多いために訪問販売等の被害に遭いや
すい状態にあることを考えると、「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確
に事業者に伝わり、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組」は重要で
あり、訪問販売お断りステッカーに法的効力を認めるなどの方策も積極的に検討す
るべきであると考えます。

9 御意見として承ります。

8

　昨今、高齢者や障がい者など脆弱な消費者の被害が増大しています。的確な判
断をすることが困難な脆弱な消費者につけ込むような商法は、到底看過できるもの
ではありません。
したがって、「政策１（消費者被害の未然防止と拡大防止）の今後の施策の展開
（２）（見守りによる消費者被害の防止と早期発見）」につきましては、とりわけ重要な
施策としてぜひとも実現していただきたく思います。
中でも、一人暮らしの高齢者や障がい者は在宅していることが多い上、被害に遭っ
ても自ら救済を求めることが困難なことも多く、訪問販売等の被害に遭いやすいの
みならず、救済されることも難しいことが少なくないです。
したがって、「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わ
り、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組」は重要であり、訪問販売お
断りステッカーに法的効力を認めるなどの方策も積極的に検討するべきだと考えま
す。

担当者の皆様方におかれましては、計画策定にあたって多大な労力を要したと思
われ、敬意を表します。
今後とも引き続きよろしくお願いいたします。

1 御意見として承ります。

本計画に基づき、施策を着
実に実施していきます。
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

9

東京都消費生活基本計画（素案）に関して以下のとおり意見を述べます。
　昨今の高齢者の消費者被害の状況は極めて深刻であり、基本計画（素案）にある
「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意思を
尊重した営業活動を事業者に促す取組など」を是非強力に推進いただきたい。
　そのために東京都の消費生活条例を改正して、「訪問販売お断りステッカー」など
訪問販売を拒否する意思を示した消費者宅への事業者のセールスを禁止すべき
である。
　東京都の消費生活条例は、これまで全国で先駆けてさまざまな消費者の権利擁
護のための事業者規制を行ってきた実績があり、影響力が大きい。
　今回も全国の自治体の範となるような条例改正を行うよう要望する。

1 御意見として承ります。

10

　特に、「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、そ
の意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組」はコストがかからない上に、極め
て効果が高いと思います。
　「訪問販売お断りステッカー」に法的効力を認める等の政策の導入を検討するべ
きです。

1 御意見として承ります。

11

　高齢者被害の現状から、「政策１（消費者被害の未然防止と拡大防止）の今後の
施策の展開（２）（見守りによる消費者被害の防止と早期発見）」は、重要な施策とし
て強く実現を求めます。
　在宅時の平穏・安全を確保することは、高齢者の健康増進や自立支援にもつな
がります。「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、
その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組」は重要と考えます。訪問販売
お断りステッカーに法的効力を認めるなどの方策を積極的に検討することを希望し
ます。

1 御意見として承ります。

12

高齢者の消費者被害対策の更なる検討　について
　「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意思
を尊重した営業活動を事業者に促す取組などを検討します」は賛成です。

　例えば、訪問販売お断りステッカーを貼っている家に、これを無視して訪問販売
を行うことは不適正な取引行為に該当するとすべきです。高齢者の被害では、訪問
販売（取引）や電話勧誘販売のような不意打ち型の被害が多いので、このようは被
害を減らすためにも、是非、お願いします。
高齢者でも、必要な商品、サービスは、自ら選択して購入します。高齢者が、悪質
な訪問販売業者から不要・不急な取引を強いられて被害に遭うと、当該高齢者が
損害を受けるだけではなく、被害に遭った高齢者がまじめに商売をしている業者と
必要・有益な取引をする機会を失わせることにもなってしまい、まじめな業者にも損
失を与えてしまいます。
　是非、法的効果に結びつく条例にして下さい。

1 御意見として承ります。

13

　高齢者の消費者被害防止が極めて重要だと思います。
　特に４６頁の「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わ
り、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組」が重要です。
　訪問販売お断りステッカーに法的効力を認める方法などが実現されるべきで、そ
のような方法によって多くの被害が予防できます。

1 御意見として承ります。

14

各論になりますが、高齢者の消費者被害対策の検討が深められている点に、より賛
同の意を示すものです。
当職は、高齢者の見守り契約等にも従事しております。玄関先に、訪問販売お断り
と書かれているにもかかわらず、見守り対象のご自宅に多数の業者が訪れては不
要な床下工事を5回も6回もさせているという現状があり、かねてよりこの点の対策強
化が必須と考えておりました。
本計画の実現を強く希求いたします。

1 御意見として承ります。
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

15

特に、高齢者の後見業務などを行っている弁護士として、高齢者の大事な老後の
資産をねらう訪問販売等の消費者被害が後を絶たず、高齢者認知症予備軍の増
加が危惧される今日、現状はなんとか歯止めをかけなければなりません。
「政策１（消費者被害の未然防止と拡大防止）の今後の施策の展開（２）（見守りによ
る消費者被害の防止と早期発見）」は、とりわけ重要な施策であり、いっそうの推進
と実現をしていただきたいと思います。
　高齢者は在宅していることが多いために訪問販売等の被害に遭いやすい状態に
あることを考えると、「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に
伝わり、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組」は、重要であり、訪販
お断りステッカーに法的効力を認めるなどの施策を積極的に導入すべきであると思
います。

1 御意見として承ります。

16

東京都消費生活基本計画より、今後の高齢化現象が今までの認識以上に大変とな
ることが理解できます。
高齢者が安心して生活できる環境つくりがより一層重要な課題となってくると考えま
す。
こうした問題の中で訪問販売に関わる規制が必ず入ってきますが、今後、高齢化社
会での訪問販売の役割が大きく変わって行くように感じています。
買い物をサポートする事業が新たに生まれています。
こうした事業の背景には高齢者が買い物に行けない状況からできたものでしょう。
また、昔からの小売店が近隣への訪問による販売も増えたように感じます。これら
は、小売店の生き残り策です。
悪質な訪問販売事業者については取締強化は当然必要と考えますが、これらを規
制するために訪問販売自体を衰退（訪問規制）させてしまうような施策については
慎重に検討をお願い致します。

1 御意見として承ります。

御意見として承ります。17

「高齢者の消費者被害対策の更なる検討」として
「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意思を
尊重した 営業活動を事業者に促す取組などを検討します。」とあります。中間とりま
とめにおいても同様の記載があり、パブリックコメントで不招請勧誘勧誘禁止（例え
ばお断りステッカーに効力を持たせる等）規制に関しての意見において、お断りス
テッカーを想定しているものではないとの回答をされておりますが、上記を達成する
ためにそれ以外の意見が審議会等で出てきているとは思えません。つまり結果とし
てお断りステッカーを検討することになると思います。
そもそも、PIO-NETの相談内容は消費者の一方的な言い分が記載されているだけ
であり実態ではありません。また、その内容は相談員が恣意的に記載されている物
も散見されるなど、参考情報にはなっても条例改正等の根拠とするには乏しいもの
です。また不招請勧誘規制に関しては、2013年に訪問購入において導入されまし
たが、相談件数が減るどころか、増加する結果となっています。今年に入り相談件
数は減ってきていますが、これは悪質業者の減少ではなく、メルカリ・フレル等の
オークションアプリの台頭により個人間の取引が増え、業者とのやり取りがへったこ
とと、悪質業者が郵送での買い取りを行う等規制逃れをが増加しているからだと推
測できます。つまり不招請勧誘規制は事業会社を疲弊させ業態をシュリンクさせる
ことはあっても悪質事業者を排除することはできないという証明でもあります。そのた
め不招請勧誘規制には反対します。

もし不招請勧誘規制を検討するのであれば先に導入された先物取引や訪問購入
の結果をよく検討する必要がありますが、国でも都道府県においても一度も検討さ
れた痕跡はありません。
しかしながら高齢者において訪問販売等の被害が発生していることも事実ですの
でその被害を減らす又は回復する方法を検討するべきだと思います。業界によって
は、高齢者が販売のターゲットになっていない場合もありますので、高齢者のみ
クーリングフ期間を延ばす、高齢者との契約行為自体を禁止するなども検討できる
と思います。また被害回復を行うためには行政処分による社名公表なしの方法を検
討すべきです。社名公表されると、その企業の大半は廃業となっています。結果と
して被害が回復できない方法でしかありません。都が指導時に被害の回復（実際に
行われていることを確認し確認できなかった場合は社名公表を行う）及び改善の経
過を確認するような条例を作る方が結果として被害の回復及び悪質事業者の排除
につながると思います。このようなことは消費者団体・大学教授などでは出てこない
アイディアだと思います。もっと事業会社や業界団体とも積極的に意見交換を行い
実現可能な方法を検討することを望みます。

1
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

18

　悪質商法による消費者被害の防止や消費者教育の充実など都消費生活基本計
画（素案）の基本的な方針には賛同いたします。ただし、基本計画（素案）第４章の
「（２）見守りによる消費者被害の防止と早期発見」で「高齢者の消費者被害対策の
更なる検討」（ｐ４６）として記載されている内容については意見を申し上げます。
　高齢者らの被害防止のため啓発活動を継続的に実施することに異論はありませ
ん。しかしながら、「勧誘を希望しない消費者の意思があかじめ明確に事業者に伝
わり、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組など検討します」という記
述については、仮に「訪問販売お断りステッカー」 などによる不招請勧誘の規制を
想定しているのであれば、慎重な検討を要望します。
　ステッカーによる意思表示に法的効力を与える規制は、かつて消費者庁が解釈し
た通り、意思表示の対象や内容、表示の主体や時期等が明確でないことや、多数
の健全な事業者と一部の悪質な事業者を等しく扱うことになり、健全な営業活動ま
で排除される恐れが極めて高いことから影響が大きいと考えます。
　基本計画（素案）に記載されている「都民の消費生活に関する意識調査」による
と、「消費者トラブルに遭わないために必要なこと」としては「消費者自身が知識をに
付けて、トラブルにあわないよう注意する」が80.9％と最も多く、その点で基本計画
の視点として「主体的な消費行動への変革の促進」を第一に掲げていること（ｐ３６）
は妥当だと考えます。新聞は消費者にとって有益な情報を日々提供しています。ま
た、政策の柱の「消費被害の未然防止と拡大防止」として「被害防止のための注意
喚起・情報発信」「見守りによる消費者被害の防止と早期発見」を掲げている点（ｐ３
８）についても賛成します。これらについても新聞は大きな役割をな役割を担ってい
ると自負しています。東京都新聞販売同業組合、多摩新聞販売同業組合は東京都
と「高齢者等を支える地域づくり協定」を締結しています。新聞販売所は、配達、集
金、営業活動など地域を日々巡回しており、倒れていたお年寄りを発見・通報した
事例は枚挙にいとまがありません。
　一軒一軒対話を通じて商品やサービス提供している業界が影響を受けることにな
れば、2020年の東京オリンピック・パラリンピックを控える首都経済にもマイナスとな
ることを危惧します。
　新聞業界では、特定商取引法や消費者契約法の趣旨や規定を十分に尊重した
様々な取り組みを自主的に進めています。新聞販売に関する相談やセールスタッ
フの登録・教育に対応するため、新聞各社が共同で設置している「新聞セールスイ
ンフォメーションセンター」 では、問題のある営業活動が行われていた場合、セン
ターは該当スタッフの登録を抹消し営業活動を禁じること等に取り組んでいます。
国民生活センターからの要請を受け、日本新聞協会と新聞公正取引協議会が策
定した「新聞購読契約に関するガイドライン」には、トラブルを未然に防ぐために解
約に応じるべきケース等が具体的に挙げられており、各社は新聞販売店に対し、ガ
イドラインの徹底を図っています。こうした自主的な取り組みによって苦情件数は減
少しています。
　多数の健全な事業者と一部の悪質な事業者を全く区別なく規制をかけ、健全な
事業者の正当な営業活動が排除され、地域に密着した新聞販売店の正常な営業
活動に支障を来たした場合、地域のネットワーク崩壊やコミュニケーション機会の喪
失につながりかねません。結果として消費者が不利益を被る可能性あります。新聞
の社会的、公共な役割を十分に考慮のうえ、慎重な検討を重ねてお願いします。

5 御意見として承ります。
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

19

　当協会は、消費生活基本計画（素案）、第4章、政策１、（２）見守りによる消費者被
害の防止と早期発見の項の４項目目「高齢者の消費者被害対策のさらなる検討」
（46ページ）の後段に記述されている、『また、勧誘を希望しない消費者の意思が予
め明確に事業者に伝わり、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組みな
どを検討します』について意見を申し述べます。

　昨年12月の「消費生活基本計画の改定について　中間のまとめ」第5章1項（2）高
齢者の消費者被害を防止する見守りネットワークの項の後段（18ページ）に『例え
ば、勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意
思を尊重した営業活動を事業者に促す取組などを検討する必要がある』との記述
があり、公表されている消費生活対策審議会第2回検討委員会の発言録でも「訪問
販売お断りステッカー」の導入、訪問販売の一律規制の方向性が伺える委員の発
言があります。
　今般の基本計画（素案）からは、具体的な取組や施策の記述がないため判断でき
ませんが、仮にステッカー等によって、すべての訪問営業活動を一律に規制する方
向となれば、新聞販売所にとって訪問営業による新規読者の獲得が営業活動の根
本であることから、経営に重大かつ甚大なる影響を及ぼすことは明らかであり、強く
反対を表明し、慎重なる検討を求めるものです。

　現在、全国の新聞販売所は、その戸別配達網を活用し、防犯、防災活動をはじ
め、高齢化社会を踏まえ、読者宅の異変の通報など、多種、多様な取り組みを行
い、地域の安全、安心の一翼を担うべく活動しています。東京都においては東京都
新聞販売同業組合、多摩新聞販売同業組合が、平成28年9月2日に東京都と地域
の子供や高齢者などの弱者を見守る「ながら見守り提携事業」に関する協定を締結
しました。この事業の一環としての活動で、本年10月11日には防犯活動に功績の
あった個人・団体に贈る「東京都青少年・治安対策本部長賞」を受賞しております。
　「ステッカー」等での一律規制は、事業者の営業活動のみならず、事業者による多
様な地域ボランティア活動をも同時に規制することにならないかと深く懸念するもの
です
　さらに、一律規制の行き着く先には、訪問販売拒絶症候群とも云える風潮の広が
りが懸念され、地域コミュニティーの基本である人と人との社会的、文化的な訪問や
交流にも影響を与えかねず、決して望ましい方向とはならないのではと思慮しま
す。
　慎重なる検討を重ねてお願い申し上げる次第です。

1 御意見として承ります。
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20

　東京都新聞販売同業組合、多摩新聞販売同業組合は、消費生活基本計画（素
案）の基本方針には賛成ですが、「第4章、政策1、（２）見守りによる消費者被害の
防止と早期発見」の４項目め「高齢者の消費者被害対策のさらなる検討」（46ペー
ジ）に記述されている『また、勧誘を希望しない消費者の意思が予め明確に事業者
に伝わり、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組みなどを検討します』
については意見を申し上げます。
　昨年12月の「消費生活基本計画の改定について　中間のまとめ」で、『例えば、勧
誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意思を尊
重した営業活動を事業者に促す取組などを検討する必要がある』と記述され、当時
の関係審議会の検討委員会では「訪問販売お断りステッカー」の導入、訪問販売
の一律規制の方向性が検討されています。
　仮にステッカー等によって、すべての訪問営業活動を一律に規制する方向となれ
ば、新聞販売所にとって訪問営業による新規読者の獲得が営業活動の根本である
ことから、経営に重大かつ甚大な影響を及ぼすことは明らかであり、慎重な検討を
要望します。
　現在、当組合員である東京都内の新聞販売店では、その戸別配達網を活用し、
防犯、防災活動をはじめ、高齢化社会を踏まえ、読者宅の異変の通報など、多種、
多様な取り組みを行い、地域の安全、安心の一翼を担うべく活動しています。東京
都新聞販売同業組合、多摩新聞販売同業組合は東京都と平成28年3月30日に
「都と事業者との連携による高齢者を支える地域づくり協定」また、平成28年9月2日
には、「ながら見守り提携事業に関する協定」を締結しました。そして、この協定によ
る活動で、本年10月11日には、防犯活動に功績のあった個人・団体に贈る「東京都
青少年・治安対策本部長賞」を受賞いたしました。
　「ステッカー」等での一律規制が、営業活動のみならず新聞販売店による多様な
ボランティア活動をも同時に規制してしまうことにならないか、との観点からも充分ご
検討をお願い申し上げる次第です。

1 御意見として承ります。

21

＜高齢者の消費者被害対策の更なる検討（Ｐ．４６）＞
　高齢者の消費者被害対策の更なる検討において、「勧誘を希望しない消費者の
意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意思を尊重した営業活動を事業者
に促す取組などを検討します。」とありますが、報告書の一連の流れにおいても唐
突でありますが、具体的にどのような取り組みになるかご教示頂きたく存じます。
　この取り組みが、悪質事業者を排除し、消費者とりわけ弱者の保護・救済等になる
のであれば賛成ですが、「訪問販売お断り」等のはり紙等により、訪問による勧誘を
拒絶する意思を示すよう推奨し、その世帯への訪問を禁止するような取り組みであ
れば、強く反対致します。
　理由としましては、はり紙等で訪問を禁止することは事業者による全ての訪問販売
を禁止することになります。
　互助会は地域コミュニティの中に施設を持ち、顔の見える営業を行っており、信頼
関係を大切にする事業者でありますが、このような、健全な営業活動まで阻害され、
大多数の良質な事業者を存亡の機に陥れてしまいます。
　また、潜在的ニーズを含めた消費者ニーズに応えることができなくなる可能性もあ
り、消費者にとっても不利益になります。
　産業界も含めた見守り活動等を通じて地域コミュニティを強化し、悪質な事業者を
排除するための環境整備を実施すると共に、高齢者等に対して悪質な訪問販売等
への対応力を身に着けるための消費者教育を強化することの方が今後重要である
と考えておりますので、宜しくお願い申し上げます。

4
・施策の詳細は、99ページを
ご覧ください。
・御意見として承ります。
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22

消費者保護において、本計画にある様々な取り組みは必要な活動と考えます。

一点、意見がございますのは素案のP46にあります「高齢者の消費者被害対策の更
なる検討」の「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わ
り、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組などを検討します。」という箇
所でございます。

詐欺まがいのような悪質な事業者から高齢者等を守る、または救済するという主旨
は賛成ですが、大多数の良質な訪問販売事業者をも締め出すようなことにならない
ように考慮いただきたいと考えております。

具体的にどのような取り組みになるのか、資料からはわかりませんが、「訪問販売お
断り」等の張り紙などで、訪問による勧誘を拒絶する意思を示すように推奨し、その
お宅への訪問を禁止するような取り組みであれば強く反対します。

張り紙等で訪問を禁止することは全ての訪問販売を禁止することにつながります。
弊社は地域のお客様に対して、顔の見える営業活動を行っており、お客様との信
頼関係を重視した事業を営んでおります。

このような健全な営業活動まで禁止されてしまうと、弊社を含む多くの良質な事業者
の存続の危機につながりかねません。
また、お客様に知っていただく機会がなくなってしまうことは、ひいては消費者に
とっての不利益につながります。

事業者も含めた見守り活動などを通じて、地域コミュニティを強化して悪質事業者を
締め出すための環境整備や、悪質な訪問販売等への対応方法や知識を身に着け
ていただくような高齢者等への消費者教育を強化していただくことが重要ではない
かと考えておりますので、ご賢察のほど宜しくお願いいたします。

1 御意見として承ります。

23

　基本計画（素案）内の「高齢者の消費者被害対策の更なる検討（46ページ）」に関
し、本文中に「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わ
り、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組などを検討します。」とありま
すが、これによる具体的な取り組みが、高齢者の消費者被害対策という本来の目的
を逸脱し、拡大的に適用されることを懸念します。
　この取り組みが、本来の目的に沿い、悪質事業者を排除することにより高齢者等
の社会的弱者を保護するのであれば良いのですが、「訪問販売お断り」等の貼り紙
等により、訪問による勧誘を拒絶する意思を示すよう推奨し、その世帯への訪問を
禁止するような取り組みであれば反対します。
　貼り紙等による訪問の禁止は、事業者によるすべての訪問販売を一律に禁止す
ることになり、良質な事業者の健全な営業活動までもが阻害され、これら大多数の
良質な事業者にとっては、事業の存続さえ危ぶまれることも想定されます。また、こ
れまでも訪問販売を通じて行ってきたこれらの事業者による消費者へのサービスの
提供や消費者ニーズに応える取り組みも行えなくなり、消費者にとっても不利益とな
る可能性もあります。
　産業界も含めた見守り活動等を通じた高齢者等の消費者被害対策の推進には賛
成ですが、取り組みの手法如何により、その産業界の一員をなす多くの良質な事業
者の健全な事業活動が阻害されることのないよう、よろしくご検討のほどお願い申し
上げます。

1 御意見として承ります。

24

行政が、「訪問販売お断り」などの張り紙などをすることですべての事業者が訪問販
売禁止されるという方針を打ち出すことなると、かえって人間不信が深まることが増
えるように思う。
善意ある事業者が、孤立している高齢者や体の不自由な方の生活に役に立つこと
はないのか、と苦慮している場合が多いなか、一律して「訪問販売お断り」などの張
り紙などをすることですべての事業者が訪問販売禁止となることに反対する。
また、相対的に非労働人口が多い東京において、「訪問販売お断り」張り紙などで
事業者による全ての訪問販売が禁止となると、高齢者の「孤立」をさらに加速化さ
せ、孤立している高齢者の安否が分からなくなる可能性がさらに高まるように思う。

1 御意見として承ります。
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方
趣旨：第４章　具体的な施策の展開　政策１の（２）見守りによる消費者被害の防止
と早期発見、のところの最後に記載されております「高齢者の消費者被害対策の更
なる検討」として「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝
わり、その意思を尊重した営業活動を事業者に促す取組などを検討します」（以下
「検討事項」）について、反対します。当協会は特定商取引法（以下「特商法」）の適
用事業者による事業者団体ですので、その立場から以下のとおり、理由を述べま
す。

理由：検討事項は昨年の１２月の東京都審議会答申中間まとめ、に記載されたもの
と同じですが、まず、その手段として容易に思いつくのが、神奈川県が条例改正案
として検討している「訪問販売お断りステッカー」と「不招請勧誘」です。前者につい
ては、中間まとめに対する意見に対する考え方、として「訪問販売お断りステッカー
に法的効果を与えることを前提としたものではありません。そういったものも選択肢
の一つとして、都において幅広く検討を望むものです」としています。これは消費者
庁も示したとおり「対象が曖昧で法的効果はない」ということですから、検討する必
要はないと考えます。後者については、特商法では第５８条の６の訪問購入に限り
規定されたものですが、その他の業態では「勧誘を受ける意思の事前確認」は努力
義務であり義務ではありませんし、１２月１日施行の改正特商法にも盛り込まれませ
んでした。これは同法の第１条である「国民経済の健全な発展に寄与する」という法
の目的を踏まえれば当然のことです。本来、訪問販売、電話勧誘販売等の事業形
態は積極的なものであり、消費者のニーズを掘り起こしていく点が店舗販売等と大
きく異なるものです。つまり、「最初は勧誘を受けたくない、商品やサービスにも興味
はない、という状況であったが、話を聞くうちに試してみる気になり、結果、買ってよ
かった。サービスを受けてよかった。手放せなくなった。助かった。」等のお喜びの
声が多数あります。また、店舗に並べるだけでは売れない、説明説得を要する新規
開発された商品や、それらをＰＲする広告経費もない零細企業にとっては、極めて
有効なビジネスモデルです。しかしながら「勧誘を希望しない消費者の意思を尊重
した営業活動」となれば、そもそも、このビジネスモデルが成立しません。確かに、
やり方次第では、消費者苦情や被害を発生させやすいビジネスモデルであることは
認めますが、一律に縛るのは誤りであると考えます。
　また、現実問題として「あらかじめ明確に事業者に伝わる」手段とは何を想定した
ものであるのか、その実効性が期待できるものであるのか、甚だ疑問です。例えば
「勧誘を受けたくないリストに登録する」などの方法もなくはないと思いますが、逆に
悪質な事業者の「カモリスト」になる危険性があります。また、これは前述のステッ
カーも同様で、宅内にしっかり断れる家人がいないことを示すことにもなります。つま
り、基より法律やルールを守る気のない悪質な事業者には対抗できるものではなく、
高齢者の消費者被害対策になり得るものとは思えません。何故ならば、特商法は他
の業法と比較してもかなり厳しい規制です。勧誘から契約に至る過程がどうであれ、
クーリング・オフという強行規定があります。これは、訪問販売や電話勧誘販売の特
性である密室性や不意打ち性に対する消費者保護の規定であり、消費者と事業者
の交渉力等の差を埋め、バランスが保たれているはずですが、悪質な事業者はそ
れすら守る気がありません。現行法でも十分に行政処分の対象となりますが、数多
く跋扈しているのが現実だからです。このような者は業務停止や社名公表など全く
恐れていないものと思われますので、条例やその他のルールを規定しても気にも留
めないのは明らかです。そればかりか、逆に、コンプライアンス意識の高い善良な事
業者は、一旦、規定されたならば、これを守らざるを得ず、健全な営業活動は阻害
され委縮させられます。特商法の厳格な規制の下、それを遵守しつつ営業を行う中
で、検討事項は更に、ビジネスモデルを壊し、営業の自由の根幹を揺るがすものと
なります。すなわち、悪質事業者に尺度を合わせ、際限なく規制を強化しても大し
た効果は期待できず、そればかりか、マイナスの経済効果を産むことになります。
　前述のとおり訪問購入が特商法に組み込まれると同時に「不招請勧誘」が規定（２
０１３年２月施行）されたわけですが、ＰＩＯ－ＮＥＴに記録された相談件数は、施行
前の２０１２年が６８４件であるのに対して施行後の２０１３年は７２８６件と１０倍以上
に増加、その後は更に増加を続け、２０１６年は８６５０件まで膨れ上がっています。
国センの発表ではそのうち高齢者の割合が７割を占めています。これは何を意味す
るのか、十分な検証が為されているのでしょうか。手口が巧妙化しただけで、悪質な
事業者が減少しているとは思えません。これが私達の主張を実証している事例のひ
とつです。
　従いまして、検討事項についての今後の継続的な審議には反対するとともに、悪
質な事業者を排除し、善良な事業者の健全な事業活動ができる、実効性のある基
本計画にするための、適正な検討を進めていただきたいと考えます。

25 御意見として承ります。2
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

26

悪質業者を排除するための消費者政策には消費者利益の増進及び訪問販売事
業の健全な発展の観点から、大いに賛同するものでありますが、本素案Ｐ４６で示さ
れている「勧誘を希望しない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、そ
の意思を尊重した営業活動を促す取組などを検討」という部分については、その結
論の範囲を広く通常行われている適正な訪問販売の活動も含め一律に禁止するこ
とも想定内とされている場合は、この部分を素案に加えること自体に反対いたしま
す。

1 御意見として承ります。

27

特に４６頁の「高齢者の消費者被害対策の更なる検討」の項目に、「勧誘を希望し
ない消費者の意思があらかじめ明確に事業者に伝わり、その意思を尊重した営業
活動を事業者に促す取り組みなどを検討します」との点は、重要な取り組みです。
電話勧誘では、東京都からも電話機製造メーカーに対して、勧誘お断りボタンを機
能に追加するよう要請するなどが考えられます。
戸別訪問では、外に勧誘お断りステッカーを貼るとか、水戸黄門の印籠のような「勧
誘お断り」グッズを玄関に置いておいて、ボタンを押すと「勧誘お断りします。お帰り
ください」としゃべるようにするとか、それを提示すると日時が記録されるような方法
で消費者の意思が伝わるようにする商品の開発を促すとか、或いは「勧誘お断りア
プリ」の開発を促すとか、いろいろ取組はあろうかと思いますので、是非、高齢者の
手助けとなる方法を導入していただければと期待します。

1 御意見として承ります。

28

　高齢者の消費者被害防止のため、地域で高齢者を見守るネットワークの構築がさ
れ、有効に機能するよう都がきめ細かな支援をさらに推進するということに期待しま
す。当連絡センターが東京都生協連と協同で行っている東京の53区市町村の消費
者行政調査活動の結果、高齢者福祉部門との連携を進めている区市町村がありま
した。これまで都が進めてこられた成果の現れといえます。一方、高齢者福祉部門
で見守りネットワークがあるので消費者部門では必要がないとの認識を持っている
行政がありました。2024年度までに全区市町村での構築を目標とするのであれば、
取り組みが遅れている行政の担当課、担当者に対し、見守りネットワークの意義な
どについての研修が今一度必要だと考えます。

1

都では、区市町村が自らの
見守りネットワークの現状と
課題を把握できるよう、自己
評価チェックシートを作成し、
集計結果をフィードバックす
ることで取組の促進を図って
います。このほか、会議や研
修の場を活用し、見守りネッ
トワークの構築に向けた働き
かけや都の支援に関する情
報提供を行っています。

政策２　不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成
（１）不適正な取引行為等の排除
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

29

不当表示に対する監視等の強化　について
　消費者は、広告の内容を信じて、契約をします。その広告内容が正しいことが、何
より求められます。広告は、物を言わぬ『勧誘』ですから、そこが不実であったり、一
般消費者に誤解を招くような内容や表現方法であれば、また、ステルスマーケティ
ングや、小さい文字で良く読めないとか、スクロールして最後まで読まないと契約の
重要な部分が分からないような広告は、「詐欺」も同然です。
　また、広告は、広告の内容に耐性を持たない弱者にも効果を及ぼします。特に広
告の子どもに与える影響への配慮を求めます。
　不適正な表示に対しては、厳しい監視と処分を求めます。

1 御意見として承ります。

30

適格消費者団体に対する支援　について
　賛成です。
　しかし、不十分です。適格消費者団体の行う差し止め請求は、本来、行政が行う
べき事務であると言っても過言ではありません。それを、その構成員の会費により運
営され、しかも、その構成員が、自らの本来業務の時間を割いて、民間団体である
適格消費者団体に参加することでその活動が保たれています。これでは、長続きし
ません。
　財政的援助もすべきです。

1 御意見として承ります。

31

　適格消費者団体及び特定適格消費者団体への支援は重要であり、今後も継続し
ていく旨の方向性を堅持していただきたいので、基本計画に賛成する。
これらの団体は公共的な役割を果たしながら、財政的な基盤は脆弱なので、行政と
して支えていかないと、持続可能な制度にはなり得ないと思われる。

1 御意見として承ります。
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（２）健全な市場の形成
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

32

　クレジットカードの決済に関連しますが、個人情報のセキュリティ対策として都内の
事業者にクレジットカード決済端末にＩＣ対応を導入することを促せないでしょうか。
2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向け、都民や東京を訪れる訪日外国人
もクレジットカードを安全に、安心して利用できる環境を整える必要があると考えま
す。

1 御意見として承ります。

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及
（１）主体的に選択・行動ができる消費者に向けた消費者教育の推進
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

33

　成年年齢の引き下げが喫緊の課題となる中、「政策４（主体的に選択・行動ができ
る消費者に向けた消費者教育の推進）」について、継続的・多面的な施策を特に希
望いたします。

1 御意見として承ります。

34

　消費者教育・啓発は今後も特に重要だと考えます。
　特に６７頁の「成年年齢引下げを見据えた消費者教育の充実」は喫緊の課題かと
思います。
--　そもそも引き下げの機が熟したとは考えられませんが、それでも引き下げられて
しまった場合は、若年者の被害が拡大することが明らかです。
　意識啓発、情報発信も具体的にまた実践的なものとして若者だけでなく教育現場
や家庭に伝わるよう充実させる必要があります。

1 御意見として承ります。

35

「成年年齢引下げを見据えた消費者教育の充実」について、契約に関する消費者
被害は未成年者より２０歳になって以降が急激に増えているというデータや、マルチ
商法に関する相談件数は２０歳～２２歳の件数が１８歳～１９歳の約７倍もあるという
データもあり、記述にある通り、成年年齢の引下げが行われた場合の１８歳、１９歳
の消費者被害は相当増えることが予想されます。
記述された内容に加えて、高校生や若者への消費者教育を可能な限り教育委員
会などとも連携して充実させることが必要と考えます。

1 御意見として承ります。

36

（素案67ページ）大学等における消費者教育の推進
　大学や専門学校などで新入生ガイダンスなどを通し、消費者教育を推進するのは
とても良い取り組みです。しかし、せっかくのガイダンスや講座も聞いて終わりでは
もったいない他、大学、専門学校における消費者意識も時に不十分な結果になる
のではないでしょうか。そこで例えば、新入生セミナーやガイダンスに参加し、かつ
大学内・外で開催される講座に参加し、十分に消費やその現状・問題に関して知
識を有する学生に対して、独自に資格や称号を与えても良いでしょう。この資格や
称号は決して強いものではなく、例えば学内で友人の消費に関するトラブルに相談
にのる、または専門の機関があることなどを紹介するなど、友人であるからできること
をすすめていくものです。相談機関や相手をよく知らない、どのように対処すれば
分からない大学生は残念ながら未だに多々います。大学生も消費者教育やその取
り組みを促進する人材になりうるのではないでしょうか。

1 御意見として承ります。

37

（素案68ページ）消費者教員の担い手の育成
　素案に加え、すでに退職された、例えば弁護士や消費に関連する仕事に就いて
いた地域住民を活用する必要もあるのではないでしょうか。これらの方が講座を進
めていくことも良いでしょう。　十分な見識や知識を持った方が、地域の小学校中学
校で消費者教育を行うことも効果的です。地域と学校におけるつながりに加え、地
域住民の活用により、消費者教育を促進する人材も確保されより十分な教育につ
ながるのではないでしょうか。

1

都では、消費生活相談員や
商品テストの指導の経験を
積んだ人材など、消費者問
題に関する一定の知識を身
に付けた者を「東京都消費
者啓発員（コンシューマー・
エイド）」として養成し、各種
団体・グループが消費者問
題についての講座を実施す
る際の講師として派遣してい
ます。
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番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

38

　「区市町村の消費者教育に対する支援」について、「また、消費者教育推進地域
協議会の設置や消費者教育推進計画の策定、・・・区市町村の実情を踏まえた支
援を行っていきます。」とされていますが、私どもで行っている区市町村への調査活
動では、３０を超える区市町村が協議会設置や推進計画策定の予定はないと回答
しています。これは、第２章Ｐ１８～１９に書かれている通り、区市町村の消費者行政
の現状では、人手も手間もかかるこれら協議会の設置や推進計画の策定はできな
いということではないかと考えています。これだけ多くの区市町村が設置や策定が
できないという状況をどう支援していくのか、具体的な施策を明らかにする必要があ
るのではないでしょうか。高齢者福祉部門や関係機関がつくる高齢者等の見守り
ネットワークとの連携をより強めていくことや、区市町村の消費者行政予算や人員の
確保に向けて、国への地方消費者行政の充実のための要請なども含めて、総合的
な支援が必要だと考えます。

1

区市町村における消費者教
育推進協議会の設置や消費
者教育推進計画の策定につ
いて、区市町村ごとに状況が
異なると考えられることから、
一律に設置や策定を促進し
ていくのではなく、区市町村
の実情に合った取組を行っ
ていく必要があると考えま
す。

39

（素案73ページ・74ページ）
　幼児期における消費者教育においては、保護者による教育の役割が大きいもの
と認識している。幼児期の子どもに対して、保護者が適切な内容を適切に伝えるこ
とができるようにサポートしていくことも重要であると考える。地域の講座、保育園・幼
稚園などを通して幼児期における消費者教育をすすめることもできよう。

1

都では、実際にけがをしそう
になった体験（「ヒヤリ・ハッ
ト」体験）事例をまとめたヒヤ
リ・ハットレポートや、東京都
商品等安全対策協議会の提
言を踏まえた注意喚起リーフ
レットなどを、保育所、幼稚
園等に配布し、子供の日常
生活における事故の未然防
止・拡大防止を図っていま
す。

40

　第2章消費生活をめぐる現状の22ページでは、電子マネーの決済数と決済金額
は、4年前と比べておよそ2倍に増加しており、商品・サービスの購入等における電
子マネーの利用が拡大しているとあります。また、仮想通貨などフィンテックの進展
により新たな消費者トラブルが発生するおそれがあるとも記載されています。このよ
うな現状に対処するには、金融教育が喫緊の課題ととらえ、73ページ、74ページの
「ライフステージに応じた消費者教育」に加えてください。合わせて、クレジットカー
ドの個人の生データが蓄積される磁気方式決済とＩＣ決済の安全性の違いについ
ての啓発も必要と考えます。

1

78、79ページの「ライフス
テージに応じた消費者教育」
図は、本計画に基づく消費
者教育の取組について、方
法別にとりまとめたものです。
都は、金融経済教育を、消
費者教育の重要なテーマの
一つと捉え、各種講座、教材
作成等を通じて取り組んでい
きます。

（２）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

41

「３　消費生活を取り巻く環境の変化」の部分では、「持続可能な開発目標（SDGｓ）
の策定・発効」について触れられています。（P２３）しかし、政策４（2）での記述では
エシカル消費の理解の促進から始まり、食品ロスなどSDGｓにかかわる内容も含まれ
てはいますが、SDGｓの認知や理解の向上や推進という視点での記述が必要では
ないでしょうか。

1

御意見を踏まえ、80ページ
の「エシカル（倫理的）消費
の理解の促進」に、持続可能
な開発目標（SDGｓ）の視点
を追記しました。

政策５　消費者被害の救済
（１）消費生活トラブルの解決に向けた相談対応
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

42

　消費生活相談を充実させる施策として、外国語（英・中・韓）の三者間通話による
電話相談の実施や、聴覚障害者向けに電子メールによる相談を新たに開始するこ
とは、これまで相談がしづらかった在住外国人や障害のある方たちにとって心強い
と思います。しかし、区市町村の消費生活相談窓口の支援の記述はありますが、相
談員の研修について触れられていません。消費者被害は依然として高い水準で推
移しており、相談の内容も複雑化している現状からすると相談員の研修を保障する
意味からも明記が必要と考えます。

1

都は、区市町村の消費生活
相談窓口を支援するため、
区市町村の消費生活相談員
に対する研修を実施していま
す。
御意見を踏まえ、区市町村
の相談員に対する研修につ
いて88ページに追記しまし
た。
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（２）被害回復のための取組の推進
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

43

　東京都の消費者被害救済委員会に関して「審議経過と結果を広く都民や消費生
活相談窓口等に知らせることにより、同一同種被害の防止及び救済を図っていきま
す。」とされている。同委員会の活動は以前に比べて処理件数も多くなり評価できる
が、消費者被害の実情に鑑みより一層の活動の充実を期待する。
　さらに審理対象となった事業者の中には、同委員会に係った案件に関しては調
停に応じて和解をしながら、それ以外の案件では相変わらず同様の不適正な行為
を継続している事業者がいるので、それに対する措置の検討もお願いしたい。例え
ば現在では和解に応じた事業者の名称は公表していないが、違反行為があった場
合には名称の公表を承諾する旨を約束させるなどは検討できないか。
　広範な被害の防止・回復を掲げながら、個別解決で終わるのでは制度の意義を
減じかねないと思う。

1 御意見として承ります。

44

　適格消費者団体及び特定適格消費者団体への支援は重要であり、今後も継続し
ていく旨の方向性を堅持していただきたいので、基本計画に賛成する。
これらの団体は公共的な役割を果たしながら、財政的な基盤は脆弱なので、行政と
して支えていかないと、持続可能な制度にはなり得ないと思われる。【再掲】

1 御意見として承ります。

第５章　計画の着実な推進に向けて
番号 御意見の内容 件数 御意見に対する都の考え方

45

前計画では、「政策課題５消費者団体・事業者団体や区市町村との連携強化」とし
て、消費者の都政への参加・参画をはじめ、国との連携・働きかけについても具体
的な記述がありました。同じ章立てではないことは承知していますが、この部分で消
費者団体や事業者団体、区市町村や国・他県などとの連携について、前計画のよ
うにもう少し詳しく、具体的な内容の記述をしていただきたいと考えます。

1

各団体等の連携について
は、「視点３　様々な主体との
つながりと連携による取組の
強化」という施策に共通する
視点の下、各施策に記載し
ています。
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